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【資料】  

1. 調査団員・氏名 

 (１) 基本設計調査時 

(第 1 次現地調査) 

担 当 名 前 部 署 

団 長 福田 義夫 
Yoshio FUKUDA 

独立行政法人 国際協力機構 
無償資金協力部 業務第一課課長代理 

計画管理 松本 重行 
Shigeyuki MATSUMOTO 

独立行政法人 国際協力機構 
無償資金協力部 業務第一課 

業務主任/給水計画 井川 雅幸 
Masayuki IGAWA 

（株）協和コンサルタンツ 
国際事業部、部長 

水源調査 大谷 重雄 
Shigeo OTANI 

（株）協和コンサルタンツ 
国際事業部 マネージャー 

施設計画１ 浅田 英紀 
Hideki ASADA 

（株）日水コン 
海外事業部技術部 課長 

施設計画２ 岡崎 浩一 
Koichi OKAZAKI 

（株）日水コン 
海外事業部業務部 

運営維持管理計画 与田 博恭 
Hiroyasu YODA 

（株）日水コン 
嘱託 

業務調整 内藤 晃司 
Koji NAITO 

（株）協和コンサルタンツ 
国際事業部 

通  訳 渡辺 香容子  
Kayoko WATANABE 

（株）協和コンサルタンツ 
嘱託 

 
 (第 2 次現地調査) 

担 当 名 前 部 署 

業務主任/給水計画 井川 雅幸 
Masayuki IGAWA 

（株）協和コンサルタンツ 
国際事業部、部長 

水源調査 大谷 重雄 
Shigeo OTANI 

（株）協和コンサルタンツ 
国際事業部 マネージャー 

施設計画１ 浅田 英紀 
Hideki ASADA 

（株）日水コン 
海外事業部技術部 課長 

施設計画２ 岡崎 浩一 
Koichi OKAZAKI 

（株）日水コン 
海外事業部業務部 

運営維持管理計画 与田 博恭 
Hiroyasu YODA 

（株）日水コン 
嘱託 

調達計画/積算 本多 進 
Susumu HONDA 

（株）協和コンサルタンツ 
国際事業部 マネージャー 

通  訳 渡辺 香容子  
Kayoko WATANABE 

（株）協和コンサルタンツ 
嘱託 

 
(２) 基本設計概要説明時 

担  当 名 前 部 署 

総  括 松本 重行 
Shigeyuki MATSUMOTO 

独立行政法人 国際協力機構 
無償資金協力部 業務第一グループ 
水・衛生チーム 

業務主任/給水計画 井川 雅幸 
Masayuki IGAWA 

（株）協和コンサルタンツ 
国際事業部、部長 

水源調査 大谷 重雄 
Shigeo OTANI 

（株）協和コンサルタンツ 
国際事業部 マネージャー 

通  訳 渡辺 香容子 
Kayoko WATANABE 

（株）協和コンサルタンツ 
嘱託 
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２．調査行程 

 第 1次現地調査 

官 団 員 コンサルタント団員 

行

程 

日程 

2003 年 

曜

日 総 括 計画管理 業務主任、通訳 

水源計画、施設計画１、施設

計画２、運営維持管理計画、

業務調整 

1 10 月 20 日 月     移動 成田 → ニューヨーク 

2 10 月 21 日 火     移動 ニューヨーク → グアテマラシティー 

        JICA 事務所打合せ、経済企画庁（SEGEPLAN）表敬、日本大使館表敬 

3 10 月 22 日 水     AM ケツァルテナンゴ市へ移動 

          EMAX 表敬、市長表敬、調査団歓迎式典 

インセプション・レポート説明 

4 10 月 23 日 木 移動 成田→NY インセプション・レポート説明、 

ミニッツ協議、ミニッツ案作成 
作業準備 

5 10 月 24 日 金 
移動 NY→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃ

ｨｰ→ｹﾂｧﾙﾃﾅﾝｺﾞ  
サイト視察 

      団内打合せ 現地再委託調整 

6 10 月 25 日 土 
サイト視察 

ミニッツ案確認 
現地再委託調整 

7 10 月 26 日 日 サイト視察等 作業準備 

8 10 月 27 日 月 ミニッツ案市長説明 現地再委託契約準備 

      グァテマラシティーへ移動 担当分野調査 

9 10 月 28 日 火 SEGEPLAN 協議、ミニッツ署名、大使館報告 担当分野調査 

10 10 月 29 日 水 （別案件調査） 
移動 ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨｰ

→ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ 
ｹｯｱﾙﾃﾅﾝｺﾞへ移動 

     担当分野調査 

担当分野調査 

11 10 月 30 日 木 （別案件調査） 移動 ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ→ 担当分野調査 担当分野調査 

12 10 月 31 日 金 （別案件調査） 移動 → 成田着 担当分野調査 担当分野調査 

13 11 月 1 日 土 
移動 ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨｰ 

→ ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ 
  担当分野調査 担当分野調査 

14 11 月 2 日 日 移動 ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ→   担当分野調査 担当分野調査 

15 11 月 3 日 月 移動 → 成田着   担当分野調査 担当分野調査 

16 11 月 4 日 火     担当分野調査 担当分野調査 

17 11 月 5 日 水     移動 ｹｯｱﾙﾃﾅﾝｺﾞ→ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨｰ 

          調査資料整理 

18 11 月 6 日 木     移動 ｸﾞｱﾃﾏﾗｼﾃｨｰ→ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ 

19 11 月 7 日 金     移動 ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ→ 

20 11 月 8 日 土     移動 → 成田着 

 

第 2次現地調査 
工

程 

日程 

2004年 

曜日 業務主任 水源調査 施設計画２ 調達計画/

積算 

通訳 施設計画１ 運営維持管理

計画 

1 1月12日 月 移動（成田  → ﾆｭｰﾖｰｸ） 

2 1月13日 火 午前： 移動（ﾆｭｰﾖｰｸ  →ｸﾞｧﾃﾏﾗ市 ） 

   午後： JICA事務所打合せ、

日本大使館表敬 

ｹﾂｧﾙﾃﾅﾝｺﾞへ移動 

3 1月14日 水 午前：ｹﾂｧﾙﾃﾅﾝｺﾞへ移動 EMAX内作業場所準備、機材整備 

   午後： EMAXにインセプションレポート説明 

4 1月15日 木 現場踏査 / 業務主任、市長就任式出席     

5 1月16日 金 午前：団内会議、 午後：EMAX協議  

6 1月17日 土 再委託業者現場説明、契約（測量、地質調査、揚水試験） 担当分野調査 

7 1月18日 日 担当分野調査 

8 1月19日 月 担当分野調査 

9 1月20日 火 担当分野調査 
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10 1月21日 水 担当分野調査 

11 1月22日 木 担当分野調査 

12 1月23日 金 担当分野調査 

13 1月24日 土 担当分野調査 

14 1月25日 日 担当分野調査 

15 1月26日 月 担当分野調査 

16 1月27日 火 担当分野調査 

17 1月28日 水 担当分野調査 移動 →ｸﾞｱﾃﾏﾗ市 担当分野調査 移動 →ｸﾞｱﾃ

ﾏﾗ市 

18 1月29日 木 免税に関する協議（市長、EMAX総裁、JICA松井企画調整員、井川） 担当分野調査 移動 ｸﾞｱﾃﾏﾗ

市→LA 

19 1月30日 金 担当分野調査 移動 LA →  

20 1月31日 土 担当分野調査 → 成田

21 2月1日 日 担当分野調査  

22 2月2日 月 担当分野調査 移動  →ｸﾞｱﾃﾏﾗ市 

23 2月3日 火 担当分野調査 移動  ｸﾞｱﾃﾏﾗ市 →LA 

24 2月4日 水 担当分野調査 移動  LA →    

25 2月5日 木 担当分野調査   → 成田 

26 2月6日 金 移動（業務主任、通訳、ｹﾂｧﾙﾃﾅﾝｺﾞ→ｸﾞｱﾃﾏﾗ） 大使館、JICA事務所報告  

27 2月7日 土 資料整理、団内打合せ  

28 2月8日 日 移動（水源調査、施設計画２ ｹﾂｧﾙﾃﾅﾝｺﾞ→ｸﾞｱﾃﾏﾗ）、 

移動（全員、ｸﾞｱﾃﾏﾗ市 → ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ） 

 

29 2月9日 月 移動  ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ (LA)  →    

30 2月10日 火  →  成田  

 

基本設計概要説明 

工程 
日程 

2004 年 
曜日 官団員 コンサルタント団員 

1 4 月 17 日 土 移動 成田 → ニューヨーク 

2 4 月 18 日 日 ニューヨーク → グアテマラシティー 

3 4 月 19 日 月 
（午前）JICA 駐在員事務所打合せ、日本大使館表敬               

（午後）ケツァルテナンゴ市へ移動 

4 4 月 20 日 火 ケツァルテナンゴ市長表敬、ケツァルテナンゴ市水道公団（EMAX）に対する基本設計概要書説明 

5 4 月 21 日 水 基本設計概要書説明、ミニッツ案作成 

6 4 月 22 日 木 

（午前）グアテマラシティーへ移動                        

（午後）経済企画庁（SEGEPLAN）・ケツァルテナンゴ市・水道公団 

（EMAX）とのミニッツ協議 

7 4 月 23 日 金 

ミニッツ署名        

JICA 駐在員事務所・日本大使館報告   

移動 グアテマラシティー →    

ロサンゼルス 

ミニッツ署名          

JICA 駐在員事務所・日本大使館報告     

補足調査 

8 4 月 24 日 土 移動 ロサンゼルス → 
補足調査           

移動 グアテマラシティー → ロサンゼルス 

9 4 月 25 日 日 → 成田 移動 ロサンゼルス → 

10 4 月 26 日 月   → 成田 
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3. 面会者リスト 

【経済企画庁（SEGEPLAN）】 

Lic. Jorge Mario Calvillo 次官（第 1次現地調査時） 
Licda. María Castro Mazariegos 次官（基本設計概要説明調査時） 
Licda. Eugenia de Rodrígueｚ 国際協力部長 
Lic. Juan Antonio Flores 二国間国際協力副部長 
Dra. Liliana de España 国際協力部相談役（第 1次現地調査時） 
Licda. Leicia Ramírez 国際協力相談役 
Licda. Lourdes Quinteros 国際協力部副部長 
Licda. Elisa Colom 生活環境部補佐 
高橋 満之 JICA援助調整専門家 

 
【ケツァルテナンゴ市役所】 

Lic. Rigoberto Quemé Chay 市長（第 1次現地調査時） 
Lic. Jorge Rolando Barrientos Pellecer 市長（基本設計概要説明調査時） 
Dr. Luis Alfonso Maldonado Vidal 市評議員(Consejal) 
Lic. Miguel Angel De León Rojas 市経済財務顧問 
Licda. Telecita Oliveila Rodríguez 市社会部長 

 
【EMAX(水道公団)】 

Ing. Conrado Chávez Pol. 総裁 
Lic. William Henry Aguilar Poroj  管理財務部長 
Ing. Israel Macario Coyoy 顧客サービス部長 
Ing. Juan Carlos Cifuentes A. 事業計画部長 
Ing. Aparicio Fco. López Xicará 運転管理部長 

 
【ケツァルテナンゴ市電気会社】 

Sr. Mauro Pérez López   維持管理部部長 
 
【INFOM(地方振興庁)】 

Ing. Alfred Szarata Sagastume 日本、スペイン国援助担当 
 
【在グアテマラ国日本大使館】 

四之宮 平佑 特命全権大使 

福田 進 参事官 

板垣 克巳 一等書記官 

小杉 清貴 一等書記官 
 
【JICA グアテマラ駐在員事務所】 

宿野部 雅美    所長 

松井 恒      企画調整員（第 1次現地調査時） 
横島 賢太郎     ボランティア調整員（基本設計概要説明時） 
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グアテマラ国 

ケツァルテナンゴ市飲料水供給計画 

基本設計調査協議議事録 

 

 

 

グアテマラ共和国（以下、グアテマラという）からの要請に基づいて、日本

政府は「ケツァルテナンゴ市飲料水供給計画 」（以下、計画という）に関する

基本設計調査の実施を決定し、その実施を国際協力機構（以下ＪＩＣＡという）

に委託した。 

ＪＩＣＡは、ＪＩＣＡ無償資金協力部業務第一課長代理福田義夫を団長とす

る基本設計調査団（以下、調査団という）を 2003 年 10 月 21 日から 11 月 6 日

までグアテマラ国に派遣した。 

調査団は、グアテマラ国政府関係者と協議するとともに、対象地域において

現地調査を実施した。 

協議及び現地調査の結果、双方は附属書に記述された主要事項について確認

した。本調査団は引き続き現地調査を実施し、基本設計調査報告書をとりまと

める予定である。 

   

 

2003 年 10 月 28 日 グアテマラシティーにて 

 

 

 

 

 

                                                              

 福田義夫                      Lic. Rigoberto Queme Chay 

団長                 市長 

 基本設計調査団             ケツァルテナンゴ市 

 JICA                      グアテマラ共和国 

 日本国 

 

 

                    Witness 

 

 

 

                                  

Ing. Conrado Chavez Pol        Lic. Jorge Mario Calvillo 

 Coordinator General                   次官 

 EMAX                 経済企画庁 

グアテマラ共和国           グアテマラ共和国 
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附属書 

 

１ 計画の目的 

 本計画は、ケツァルテナンゴ市の水道施設建設と維持管理体制整備によって、

同市都市部の住民に飲料水を安定供給し、もって当該地域の衛生環境の改善を

図ることを目的とする。 

 

２ 計画対象地域 

 計画対象地域は、別添１の地図に示すケツァルテナンゴ市営水道公団の計画

配水区域及び水源等水道関連施設とする。 

 

３ 責任機関及び実施機関（各組織図は別添３に示すとおり） 

（１）責任機関 

 ケツァルテナンゴ市 

 

（２）実施機関 

 ケツァルテナンゴ市営水道公団（EMAX） 

 

４ グアテマラ側からの要請内容 

 両者の協議の結果、グアテマラ側は別添 2に添付した項目を要請した。JICA

は今後の現地調査及び国内解析により要請の妥当性を検証し、無償資金協力と

して適切と判断した場合、日本国政府にその承認を推薦する。 

 

５ 日本の無償資金協力について 

（１）グアテマラ側は調査団が説明した別添４の日本の無償資金協力の仕組み

を理解した。 

（２）グアテマラ側は日本政府が無償資金協力を実施する場合にはその円滑な

実施のために、別添５に挙げるグアテマラ側が対応すべき負担事項を実

行する。 

 

６ 調査の予定 

（１）本調査団は、引き続き 2003 年 11 月 6 日まで調査を継続する。この中で、

概略踏査、既存施設調査、水源調査、測量、社会状況調査、援助動向調

査等を実施する。 

（２）JICA は第２次基本設計調査団を 2004 年 1 月頃に派遣し、詳細なサイト状

況調査、施工計画調査、積算関連調査等を実施する。 

（３）JICA は基本設計概要書を作成するとともに、基本設計概要説明調査団を

2004 年 4 月頃に派遣し、基本設計概要についてグアテマラ側に説明する

とともに、グアテマラ側の必要準備事項を確認する。 

（４）基本設計概要書の内容について、グアテマラ側に原則的に受け入れられ

た場合、JICA は基本設計調査報告書を作成し、これを 2004 年 8 月頃グア

テマラ側に送付する。 

 

７ 免税措置 

 グアテマラ側は、本計画（基本設計調査から事業実施）にかかる VAT につい

て免税に係る手続きを行うことを確約した。関係当局がそのために措置を講じ
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る。 

 

８ その他の協議事項 

（１）マスタープランと要請の関係 

 双方は協議の結果、マスタープラン（Plan Maestro para el Abastecimiento 

de Agua Potable de la Ciudad de Quetzaltenango、1999 年 4 月）と要請の関

係を、別添６のとおり整理した。 

 

（２）優先順位 

調査団は、今後の調査団による調査、グアテマラ国側との協議、及び日本国

内関係者による解析・検討の結果を踏まえ、必要性、緊急性、効果、規模等を

検討の上、計画の最終内容を決定する旨を説明し、グアテマラ側は了承した。 

グアテマラ側は、要請内容のうち優先的に実施すべきコンポーネントは、マ

スタープランにおいて区分された配水区のうち、Zona Media（中区）と Zona Baja

（低区）であるとの考え方を述べた。 

 

（３）実施体制 

 調査団は、本計画を実施する際には、グアテマラ側負担事項の確実な履行が

重要であり、そのためには実施機関であるケツァルテナンゴ市営水道公団

（EMAX）、ケツァルテナンゴ市役所、経済企画庁（SEGEPLAN）による緊密な連携

体制の構築が必要である旨を説明した。 

グアテマラ側は、EMAX の理事 7名のうち 3名が市長を含む市役所の構成員で

あることを説明し、EMAX と市役所は十分な連携の下に本計画を実施することを

確約した。また、SEGEPLAN と十分な連携を取ることを約束した。 

 

（４）維持管理体制及び技術協力 

 調査団は、本計画が実施された場合、その効果を最大限に発揮するためには、

実施機関であるEMAXによる適切な維持管理が極めて重要であることを説明した。

グアテマラ側はこの点に同意し、2003 年末には水道料金徴収事務を市役所から

EMAX に移管し、EMAX を完全に独立した水道事業体とする予定であること、マス

タープランに基づいて人員の整備を行っていく計画であることを説明した。 

また、施設建設後の維持管理体制の強化を目的として、以下の項目に係る日

本側からのソフト支援を要望した。 

 ａ）水道事業の運営、営業の強化 

 ｂ）ポンプや水道メーターなどの機材の整備に関する能力強化 

調査団は、最適なソフト支援について協議・検討することに同意した。 

 

（５）目標年次 

 送・配水施設整備計画の計画目標年次はマスタープランの第 5段階が終了す

る時期である 2008 年とすることで合意した。グアテマラ側は、可能な限りマス

タープランにおいて計画されている事業を本計画に含めてほしいとの希望を述

べた。 

調査団は、要請に含まれている配水管の敷設は、管路延長が長く、対応が難

しいと思われることを説明した。また、管材の調達のみを本計画に含めるとい

う選択肢もあり、詳細は今後の調査と協議を踏まえて検討する旨を説明した。 
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（６）用地取得 

 グアテマラ側は、配水池の新設が予定されている 3ヶ所の用地のうち、Zona 

Alta（高区）と Zona Alta 1（高区１）の 2ヶ所については既に土地所有者との

協議を開始しており、Zona Media（中区）についてはまもなく地権者との協議

が開始される予定であることを説明した。また、用地の取得に要する予算につ

いては、3ヶ所とも問題がない旨説明した。また、配水池とポンプ場の拡張に必

要な用地は全て市の所有地であり、用地取得の問題は生じないことを説明した。 

 

（７）環境影響 

 グアテマラ側は、計画対象地域の一部が歴史的街区に指定されているため、

工事を行う際には責任団体の許可並びに必要に応じた環境影響調査を行うため

の手続きをとることを説明した。 

 

（８）他ドナーの援助 

 グアテマラ側は、マスタープランの作成を支援したオーストリアが、井戸の

改善、配水池の漏水修理、配管の緊急的整備、EMAX の設立と組織強化、研修な

どの協力を実施したが、既に協力は終了していることを説明した。また、他の

ドナーの援助は現在行われておらず、マスタープラン実現のための協力の要請

も日本に対してのみなされており、重複はないことを説明した。 

 

 

 

別添１ ケツァルテナンゴ市営水道公団計画配水区域 

別添２ グアテマラ側からの要請内容 

別添３ 関係組織図 

別添４ 日本の無償資金協力の仕組み 

別添５ グアテマラ側の行うべき措置 

別添６ マスタープランと本計画の関係 
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別添２ グアテマラ側からの要請内容 

 

項 目 日本側への要請内容 

（１）施設建設  

湧水の拡張 調査、拡張 

井戸の整備 
揚水量増加 

（揚水時間延長、設備改善） 

配水池用地の取得 - 

配水池の新設  3 ヶ所 20,700m3 

Zona Media 4,000m3、6,000m3、4,600m3 

Zona Alta 2,000m3、2,700m3 

Zona Alta 1 700m3 、700m3 

配水池の拡張 2 ヶ所(5,500m3) 

San Isidro 3,500m3 

Colonia Molina 2,000m3 

ポンプ施設の建設 5 ヶ所 

Chirriez ポンプ４台 

Colonia Molina ポンプ４台 

San Ishidro ポンプ５台 

Zona Media ポンプ４台 

Zona Alta ポンプ３台 

ポンプの更新 1 ヶ所 

 Chirriez ポンプ２台 

送水管の敷設 約 25 km 

一次配水管の敷設 約 95 km 

二次配水管の敷設 約 49 km 

塩素消毒施設設置 10 ヶ所 

既存給水システム 分離・接続 

（２）技術支援  
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ケツァルテナンゴ市役所組織図 
 

市評議会

顧問 市長 市長補佐役

陳情受付 秘書室 内部監査 予算 出納

法律顧問 判事 会計 購入供給

人的資源

広報 観光課 倉庫 財源調達

電話交換台 薬局売店

市警察
市交通警察
判事

計算セン
ター

会計検査

守衛 ホール

内部事業部 経済財務部

戸籍登録 外部事業部
社会文化事
業部

社会サービ
ス基本部門

補給・保健 市営商業施設
文化セン
ター

舞踊学校

エル・セニロ市
営市場

市営商業施設
デモクラシア

図書館 学校演劇場

ミネルバ市営市
場

ラス・フローレス
市営市場

美術館
マリンバ楽
団

イリガレス市営
市場

市営畜殺場
造形芸術学
校

市営劇場

マリンバ学
校

歴史文書庫

環境サービ
ス部

都市計画部

環境 保護地区 地籍 不動産税

墓地 公園管理 民間建設 都市規制

動物園 清掃
公共サービ
ス部

調整 工事

水(EMAX) 排水

CAREプログ
ラム

計画

木工 鍛冶

市営電気公
社

市営セメント
工場

市営交通
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別添４ 日本の無償資金協力の仕組み 
 

 

1. 日本政府の無償資金協力制度 

 

（1） 無償資金協力実施の手順 

 

１) 我が国の無償資金協力（無償）は次のような手順により行われる。 

a）要請    （被援助国からの要請） 

b）調査    （JICA による基本設計調査） 

c）審査と承認 （日本政府による審査と日本の閣議による承認） 

d）実施の決定 （日本政府と被援助国政府の間で公文を交換） 

e）実施    （プロジェクトの実施） 

 

２） 第一段階である「要請」は、被援助国から提出された要請書を基に日本国政府（外

務省）が無償としての妥当性を検討し、案件としてのプライオリティが高いことが

確認された場合には、JICA に対して調査の指示を行う。 

第二段階である調査（基本設計調査）は JICA が実施するが、JICA は原則としてこ

の調査を我が国のコンサルタントとの契約によって行う。 

第三段階の審査と承認は第二段階で JICA が作成した基本設計報告書を基に日本政

府がそのプロジェクトが無償として適当であるかを審査した上、閣議請議を行う。 

閣議によって承認されたプロジェクトは第四段階で両国政府による交換公文の署

名によって正式決定に至り、贈与が実行に移される。 

贈与の実行に際して、JICA は入札・契約手続き、その他の事項につき被援助国政府

に協力を行う。 

 

（2）基本設計調査 

 

１）調査の内容 

 JICA が実施する調査（基本設計調査）は要請の背景、目的、効果並びに実施に必要

な維持管理能力等を調査しその妥当性を技術面と社会・経済面で検証を行い、被援助国

政府と協議の上、計画の基本構想を双方で確認し、併せて基本設計と概算事業費の積算

等を行うものであるが、その目的はあくまでも日本政府が無償として承認するにあたっ

ての基礎的資料（判断材料）に位置付けられる。 

 なお、当然のこととして、要請された内容が全てそのまま協力の対象となるのではな

く、我が国の無償のスキーム等を勘案し、基本構想が確認される。 

 また、無償として実施するに当たって、我が国は被援助国側の自助努力を求める立場

から被援助国にも必要な措置を求めており、この措置が実施を担当する機関以外の所管

事項である場合であってもその実施の担保を求めるものであり、最終的には先方政府の

関係する機関全てとの確認をミニッツにより行う。 

 

２）コンサルタントの選定 

 調査の実施に際して JICA は登録業者の中からプロポーザル方式によりコンサルタン

トを選定する。選定されたコンサルタントは JICA の指示に基づいて基本設計調査を行

い報告書を作成する。 

 なお、無償の実行が E/N により決定された後のコンサルタントの契約については、基

本設計調査と詳細設計業務の技術的一貫性を保つ必要性と新たに詳細設計や施工管理

業務を任せるコンサルタントを選定する時間的余裕が無いため、JICA は当該のコンサ

ルタントを被援助国政府に推薦する。 
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（3）無償資金協力のスキーム 

 

１）無償資金協力とは 

 無償資金協力とは被援助国に返済業務を課さないで資金を供与する援助で被援助国

が自国の経済・社会の発展のための計画に役立つ施設、資機材および役務、（技術ある

いは輸送等）を調達するのに必要な資金を我が国の関係法令に従って以下のような原則

により贈与するもので、我が国が資材・機材、設備等を直接に調達して現物供与する形

態はとっていない。 

 

２）交換公文の署名 

 無償の実施に当たっては政府間の合意・署名（E/N）が必要である。E/N では当該プ

ロジェクトに係る目的、供与期限、実施条件、限度額等が確認される。 

 

３）「供与期限」は我が国の閣議決定の行われた会計年度内とする。この間、E/N の署

名からコンサルタントおよびコントラクター等との契約を経て、最終的な支払いを含め

て全てを終了しなくてはならない。 

 但し、天候等止むを得ない事情により搬入、据付、工事等が遅延した場合には両国間

の協議により一年間（一財政年度）の延長が可能である。 

 

４）生産物および役務の調達 

 贈与によって調達される生産物および役務は原則として日本国および被援助国の生

産物ならびに日本国民又は被援助国民の役務を購入するために適正に、かつ、専ら使用

される。ここでいう「日本国民」という語は日本国の自然人又はその支配する日本国の

法人を意味する。 

 なお、贈与は両国政府が必要と認める場合には第三国（日本国および当該国以外）の

生産物の購入あるいは輸送等の役務の購入にも使用することが可能である。 

 但し、無償の原則により、贈与を実施するに当たって必要とするプライムコントラク

ター、即ち、コンサルタント、施工業者および調達業者は「日本国民」に限定される。 

 

５）「認証」の必要性 

 当該国政府又は政府が指定する当局が行う「日本国民」との契約は「円貨建」で締結

され、かつ、日本政府による「認証」を必要とする。「認証」は贈与財源が日本国民の

税金であることによる。 

 

６）被援助国に求められる措置 

 無償が実施されるに際して当該国政府は以下のような措置等が求められる。 

 

  a) 施設案件の実施に当たっては施設の建設に必要な土地を確保し、かつ、用地の整

地を行うこと。 

 

  b) 用地の整地を行うに際しては、併せて、用地までの配電、給水、排水、その他の

付随的な施設の整備、工事等を行うこと。 

 

  c) 資機材等の案件については、必要な建物等が確保されること。 

 

  d) 原則として贈与に基づいて購入される生産物の港における陸揚げ、通関および国

内輸送等に係る経費の負担と速やかに実施されることの確保。 

 

  e) 認証された契約に基づき調達される生産物および役務のうち日本国民に課せられ

る関税、内国税およびその他の財政過徴金を免除すること。 
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  f) 認証された契約に基づいて供与される日本国民の役務について、その作業の遂行

のための入国および滞在に必要な便宜を与えること。 

 

７）「適正使用」 

    贈与に基づいて建設される施設および購入される機材が、当該計画の実施のた

めに適正かつ効果的に維持され、使用されること並びにそのために必要な要員等

の確保を行うこと。また、贈与によって負担される経費を除き計画の実施のため

に必要な維持・管理費全ての経費を負担すること。 

 

８）「再輸出」 

    贈与に基づいて購入される生産物は当該国より再輸出されてはならない。 

 

９）銀行取り決め 

 ａ）当該国政府又は「指定された当局」は日本国内の外国為替公認銀行に当該国政府

名義の勘定を開設する必要がある。日本国政府は認証された契約に基づいて当該

国政府若しくは指定された当局が負う債務の弁済に充てるための資金を右勘定

に「日本円」で払い込むことにより贈与を実施する。 

 ｂ）日本政府による払い込みは当該国政府又は指定された当局が発行する「支払い授

権書」に基づいて「銀行」が支払い請求書を日本国政府に提出した時に行われる。 

 

 

2.無償資金協力の仕組み 

（１） 日本の無償資金協力の手順フローチャート  

別紙１参照 

（２） 両国政府の責任事項 

別紙 2参照 
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